業務委託契約における最低制限価格制度の試行実施要領
　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（趣旨）
第1条　この要領は、逗子市が発注する業務委託契約に係る競争入札における最低制限価格制度の試行実施に関して必要な事項を定めるものとする。
（対象）
第２条　 最低制限価格を設定する必要があると認める予定価格が５０万円を超える業務委託契約を対象とする。
（最低制限価格の設定）
第３条　最低制限価格は、入札参加者のうち失格者を除き最高額の申込みをした者から順に入札参加者の20％までの者（端数は四捨五入する。）及び最低額の申込みをした者から順に入札参加者の20％までの者（端数は四捨五入する。）を除いた入札参加者の申込み額の平均額を算出し、その額に100分の90を乗じて得た額（１円未満の端数は切り捨てる。）とする。ただし、入札参加者が5者（失格者を除く。）に満たないときは、最低制限価格の設定を公告した場合であっても適用しないものとする。　
（予定価格調書への最低制限価格の記載）
第４条　予定価格調書（逗子市財務規則（平成3年逗子市規則第6号）第57号様式）の最低制限価格欄は記載しないこととし、最低制限価格の決定後に入札調書（同規則第58号様式）の摘要欄に最低制限価格を記載することとする。
（落札候補者の決定）
第５条　最低制限価格を下回る価格による申込みが行なわれた場合は、当該申込みをした者を落札候補者としないものとし、予定価格の制限の範囲内の価格で、かつ、最低制限価格以上の価格をもって申込みをした者のうち、最低の価格をもって申込みをした者を落札候補者とする。
（入札の公告）
第６条　最低制限価格制度を適用する入札を実施する場合には、次のことを公告に明示する。
(１)　最低制限価格が設定されていること。
(２)　入札参加者が５者（失格者を除く。）に満たないときは、最低制限価格の設定を公告した場合であっても適用しないこと。
(３)　最低制限価格を下回った入札者は、落札候補者とならないこと。
（その他）
第7条　この要領に定めるもののほか、最低制限価格制度の実施に関し必要な事項は別に定める。
附　則
この要領は、平成22年4月1日から施行する。
附　則

この要領は、平成25年４月１日から施行し、施行日以降の契約に係る入札の公告から適用する。
